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第7図　昭和48年と昭和57～60年の都市別水道料金の相関
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上水道料金の地理学的考察（竹内）
半数以上の18都市が含まれる。両年とも高料金地帯であると同時に，道内全都市の平均値
上率は2．8倍と全国第8位の高い都道府県である。従って，48年の本地方全都市の平均料金
は46円で，全国第4位であったが，57～60年には日本一の高料金地域となった。その中で，
48年当時は⑤段階にあり，57～60年にはV・VI段階にある函館，札幌，釧路は都市として
歴史が古く，人口の多い都市における水道料金は安い14）という一般的傾向が出ている。
　東北地方　⑥及びVI段階以上に全都市があって，高料金地帯であることを示すが，特に，
48年当時すでに高料金だったA・D両門内にある都市は山形・秋田・宮城各県内の都市に
多く，57～60年に高料金となったB群には，陸前高田をはじめ，三陸沿岸の都市に多い。
そして秋田県の値上率が本地方最低の2．2倍で，また，青森県の平均料金は両年とも本地方
で最低（37円と93円）である事からも理解できるように，この期間，両県は共に料金の安
定していた県といえる。
　関東地方　多くの都市がE群とH群に属し，A・B・D3群にある都市は，坂戸・三浦
を除き，栃木・茨城・千葉3県内の都市である。即ち，両年度とも高料金であるA・B両
群にある都市はこの3県に限られる。また，茂原と東京区部の値上率は5倍以上であり，
千葉県・栃木県は3倍以上の高い平均値上率の都県となっている。そして48年は57～60年
と同様に，東二部で高く，西二部で安いという特徴が読み取れる。
　中部地方　東海3県にはA・B両群は全くなく，両年とも高料金となっている都市もな
く，かつ，且群に集在し，低料金地帯といえる。一方，北陸4県と東山3県にはA・B山
群の高料金都市があるが，その中に岐阜・新潟両県の都市がそれぞれ6市も含まれ，両年
とも著しい高料金であると同時に，値上率も高い。両年とも低料金の1群には，静岡県の
8市，長野県の4市，山梨県の3市，愛知県の3市など24市が含まれ，山梨，静岡，長野
の各県内都市の両年度平均料金が低いこととあわせて，本地方の大きな特色である。また，
値上率5倍以上の都市は，土岐，美濃加茂，中津川，長岡で，岐阜県に多く，従って，岐
阜県の全都市平均値上率が3．4倍と突出する。
　近畿地方　E・H両群に大部分の都市は該当し，48年は中間料金で，57～6Q年において
も，中・低料金都市に止まっているといえる。しかし全国で両年とも1，2位を争う高料
金の加西をはじめ，橋本・綾部などの高料金都市がある反面，両年とも，低料金の高砂，
赤穂，大阪などがあり，とりわけ兵庫県内の地域差の大きいことが特徴的である。
　中国・四国地方　中国地方の多くの都市はE・F両群に集在するが，両年とも高料金の
A群に因島など4市があり，両年とも相対的に低料金の1群に，光，大竹，竹原がある。
また5倍に近い値上率の松江もあるが，値上率2倍から3倍半範囲に，大部分の都市が入
り，料金変動の比較的安定した地方といえる。四国地方は，A・D・G3群にあるのは鳴
門だけで，48年当時は中・低料金地方であった。しかしB群に香川県の3市（坂出，善通
寺，観音寺）と宇和島15）があるが，とくに吉野川に水源を依存する香川用水が昭和50年に完
成し，その水への依存度の高い香川県の都市が高値上率と57～60年の高料金を示す。
　九州・沖縄地方　倍率は4倍どまりで，比較的値上率は低い。しかし48年はすべて⑤段
階より高く，牛深を最高に直方，平戸，長崎，宗像，武雄と，50円台の都市は8市もある。
特に北・西九州は北海道と類似し，高・中間料金区分の各群に散在するパターンを示すが，
北海道に比べて値上率が低く，九州は48年に既に高料金となっていて，その後は大きな値
上げをしていない点が北海道と異なっている。東・南九州は②及びII段階以下に属し，　E・
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H両界に集在して，安定した中・低料金地方といえる。沖縄では具志川・糸満・浦添・宜
野湾がA・B両群に属し，他はD・E群に属す。従って，48年当時既に高料金都市であっ
たが，その後の値上率はとくに高いとはいえず，北・西九州と似た傾向を示す。
　全国都市の県別平均の料金をみると，約10年の間に値上率の高い県は，香川（3．9倍），
岐阜（3．4倍），東京（3．3倍），栃木（3．0倍），千葉（3．0倍）である。これらは都市化のた
め人口が急増して水の需要が著しく増加し，かつ当流或いは当市町村内に水源が乏しいか，
或いは水源はあっても水利権による制約や水質汚濁のため，当該地域で利用できる水が不
足し，そのため他地域に水源を依存せざるをえず，広域水道事業に依り，新たに大規模な
建設工事を実施して，給水事業を行なったためにコスト高となり，料金に跳ね返った地域
である。そしてある場合には，計画時に予想した給水人口に到達せず，需要不足のために，
さらに料金値上げを強いられる，即ち，悪循環をなす地域である。
5．むすび
　全国650都市について，昭和57年と60年の上水道料金（家庭用）の平均値を求め，その地
域性を把握すると共に，オイルショック前の昭和48年の料金との比較によって，その間の
値上がり状況についても，地域的特徴を求めた。
　その結果，昭和57～60年の地域的特徴として，北海道を最高に，東北地方の南北端の2
県を除く4県，九州地方の北部・西部の4県，そして瀬戸内地方などにおいて，上水道料
金の高い，即ち，高料金地域であることが，一方，低料金地域としては，富士山を中心と
した山梨・静岡両県をはじめ，東は神奈川県から三重県にかけての東海道沿いの地域にお
いて，特に低料金であることが検証できた。
　次に，昭和48年からの値上げの状況については，香川県をはじめ，岐阜・東京・栃木・
千葉の各県の都市の高い値上りが顕著で，これらの地域は，他県域の水資源に依存したり，
最近の都市化のために，新たな施設を建設するなど，コスト高につながる要因をはらんだ
地域である。
　上水道料金，取り分け家庭用の水道料金は，我々の命を維持するために不可欠なものの
料金であり，厚生大臣の諮問機関である生活環境審議会の答申16）を待つまでもなく，本来，
日本国内に地域差があること自体が不可解である。然しながら，現実には，自然的条件や，
人口分布のアンバランスなどの社会的条件，さらには水道事業発達の歴史的経緯など，多
くの地域差と狭い郷土意識に基づく所有権主張が料金の均一化を極めて難しい問題として
いる事も理解できる。しかし最高の因島と最低の都留の28円との較差は8．3倍であり，両年
間の較差も増大傾向を示したこと，そして県別の平均でみても，北海道の128円を最高とし
て，山梨県の60円を最低に，2倍の較差があること，また，各都道府県内においても，北
海道の函館の67円から，深川の207円まで，千葉県の習志野の54円から東金の165円までの
ごとく，3倍以上の較差があることは，大きな問題をはらんでいるといわなけれぼならな
い。
　また，香川県において吉野川からの，また岐阜県東部において木曽川からの取水権を得
て，新しい供給体系を完成させた例など，行政区域をはみ出した供給体系の樹立によって，
安定した水道の供給ができた例は数多い。しかし住民はそれまでに受けた断水による苦悩
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から解放された安堵感によって，その代償としての料金値上げに耐える心が生まれ，大き
な値上げ反対運動はみられないが，水資源については，土地と同様に，時代の変化にあわ
せて，水利権を見直すことも必要ではないか，と思われるし，各水道事業体の独立採算性
の是非についても，見直しが必要ではあるまいか。
　以上，筆者が試みた上水道料金の地域性の追求は，個々の都市の自然的条件や，事業体
の歴史的条件，社会的条件などの詳細な分析にまで及んでおらず，必ずしも十分な考察が
なされたとは言い難いが，水道の問題ばかりでなく，ひろく水資源や水利用の問題が，人
間生活に何にもまして重要な問題であるにも拘らず，中・高等学校の地理教科書をはじめ，
各種の地理概説においても，水資源が取り上げられることの極めて少ない状況を省みて，
あえて，小論を世に問うことにした。
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1）水資源賦存量調査　国土庁
2）日本水道史　総論篇　日本水道協会　昭和42年　pp．475～516
3）日本の水資源　昭和61年忌国土庁長官官房水資源部　pp．69～72
4）水道料金表（昭和48年4月1日現在・昭和57年4月1日現在・昭和60年4月1日現在）　日本水道
　協会
5）水道年鑑　1987年版　水道産業新聞社　p．54
6）地下水に多量の鉄分とアンモニアを含み，水質が悪く，利用出来ないところが多く，それに代わる
水源の貯水池の建設をはじめ，給水に至るまでの諸施設が比較的新しく，その減価償却が終わってい
　ないこと，また積雪・寒冷地であり，かつ広く散在する家屋への給水のために，多額の資本投下が必
　要である。
7）岐阜県東瓦地域（中津川・恵那・瑞浪・土岐・多治見）の水道は，木曽川支流及び土岐川から取水
　してきたが，水量に乏しく，加えて，産業廃水等による水質悪化をもたらしてきたため，生活用水の
　不足は深刻化した。その対策として，広域水道による県営東濃上水道用水供給事業による施設を昭和
　51年に完成させたが，原水高に加えて，実際の給水人口は計画人口を下回り，末端需要者の料金を著
　しく押し上げる結果となった。また美濃加茂は昭和51年に完成した岐阜県木曽川右岸上水道用水供給
　事業によって給水されてから，料金は上昇した。
8）油田地帯そもあり，地下水は水質が悪く，信濃川及びその支流の表流水に依存するが，最近拡張工
　事を行った所が利子負担等のために，また給水人口の少ない，そして市域内に広範囲に配水を要する
　などの条件が加味されて，高料金となっている。
9）海岸に位置して水源に乏しく，また扇状地に位置しても伏流水が枯渇するなどのため，富山県営西
　部水道用水供給事業による受水に依存している。
10）加西は自己水源が無く，兵庫県水道用水供給事業と隣接の市川町からの受水に依存している。
11）工業の発達した高砂は加古川の，赤穂は千種川の表流水の水利権を，早くから得ていた。
12）利用できる自己水源が乏しく，昭和48年完成の安来市域の県営山佐ダムからの受水に依存している。
13）昭和48年当時の料金資料が得られない都市があり，48年の調査対象は630市である。
14）前掲　水道年鑑　p．51　「上水道における家庭用給水料金の規模別推移をみると，規模の大きな水
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　道ほど，料金が安い傾向にあるが，これは必ずしも原価が安いためではなく，大都市ほど，料金を大
　口需要者に対して傾斜的に高くすることができるから，比較的低廉な家庭用料金を設定する事が可能
　であるためである。」
　　水のはなしII（高橋　裕編）技報堂出版株式会社　p．85　「小規模な水道料金が，高い理由として，
　まず新しい水道が多く，新しいほど建設コストが高いことがあげられる。」
15）宇和島は昭和51年完成の県営須賀川ダムからの受水が中心となっている。
16）前掲　水道年鑑　pp．57～58　「昭和59年3月の、高普及時代を迎えた水道行政の今後の方策”の答
　申によれば，第4の課題として黙料金格差の是正”を取り上げている。そこでは，水道料金に限らず，
　公共的な料金については，その居住する区域によらず，ほぼ同一水準とすることは，等しく国民の望
　むところであり，国民の日常生活に直結した家庭用料金については，他の公共料金並に，概ね全国平
　均の1．5倍以内であることが望ましいと指摘している。」
